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障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針改定案 新旧対照表（第３～第６部分） 

 

改 正 案 現 行 

第３ 行政機関等が講ずべき障害を理由とする差別を解消するた

めの措置に関する基本的な事項 

１ 基本的な考え方 

（同右） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 対応要領 

（１）対応要領の位置付け及び作成手続 

（同右） 

 

 

 

 

第３ 行政機関等が講ずべき障害を理由とする差別を解消するた

めの措置に関する基本的な事項 

１ 基本的な考え方 

行政機関等においては、その事務・事業の公共性に鑑み、障

害者差別の解消に率先して取り組む主体として、不当な差別的

取扱いの禁止及び合理的配慮の提供が法的義務とされており、

国の行政機関の長及び独立行政法人等は、当該機関の職員によ

る取組を確実なものとするため、対応要領を定めることとされ

ている。行政機関等における差別禁止を確実なものとするため

には、差別禁止に係る具体的取組と併せて、相談窓口の明確化、

職員の研修・啓発の機会の確保等を徹底することが重要であ

り、対応要領においてこの旨を明記するものとする。 

  

２ 対応要領 

（１）対応要領の位置付け及び作成手続 

対応要領は、行政機関等が事務・事業を行うに当たり、職員

が遵守すべき服務規律の一環として定められる必要があり、国

の行政機関であれば、各機関の長が定める訓令等が、また、独

立行政法人等については、内部規則の様式に従って定められる

ことが考えられる。 

資料４ 
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（２）対応要領の記載事項 

対応要領の記載事項としては、以下のものが考えられる。な

お、具体例を記載する際には、障害特性や年齢、性別、具体的

な場面等を考慮したものとなるよう留意することとする。 

○ 趣旨 

○ 障害を理由とする不当な差別的取扱い及び合理的配慮

の基本的な考え方 

○ 障害を理由とする不当な差別的取扱い及び合理的配慮

の具体例 

○ 相談体制の整備 

○ 職員への研修・啓発 

 

３ 地方公共団体等における対応要領に関する事項 

（同右） 

 

 

 

 

 

国の行政機関の長及び独立行政法人等は、対応要領の作成に

当たり、障害者その他の関係者を構成員に含む会議の開催、障

害者団体等からのヒアリングなど、障害者その他の関係者の意

見を反映させるために必要な措置を講ずるとともに、作成後

は、対応要領を公表しなければならない。 

 

（２）対応要領の記載事項 

対応要領の記載事項としては、以下のものが考えられる。 

○ 趣旨 

○ 障害を理由とする不当な差別的取扱い及び合理的配慮の

基本的な考え方 

○ 障害を理由とする不当な差別的取扱い及び合理的配慮の

具体例 

○ 相談体制の整備 

○ 職員への研修・啓発 

 

 

 

３ 地方公共団体等における対応要領に関する事項 

地方公共団体等における対応要領の作成については、地方分

権の趣旨に鑑み、法においては努力義務とされている。地方公

共団体等において対応要領を作成する場合には、２（１）及び

（２）に準じて行われることが望ましい。国は、地方公共団体

等における対応要領の作成に関し、適時に資料・情報の提供、

技術的助言など、所要の支援措置を講ずること等により協力し
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第４ 事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための

措置に関する基本的な事項 

１ 基本的な考え方 

事業者については、令和３年の法改正により、合理的配慮の

提供が法的義務へと改められた。これを契機として、事業者に

おいては、各主務大臣が作成する所掌分野における対応指針に

基づき、合理的配慮の必要性につき一層認識を深めることが求

められる。主務大臣においては、所掌する分野の特性を踏まえ

たきめ細かな対応を行うものとする。各事業者における取組に

ついては、障害者差別の禁止に係る具体的取組はもとより、相

談窓口の整備、事業者の研修・啓発の機会の確保、個別事案へ

の対応等を契機とした障害者差別の解消の推進に資する内部

規則やマニュアルなど制度等の整備等も重要であり、対応指針

の作成に当たっては、この旨を明記するものとする。 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

なければならない。 

 

第４ 事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための

措置に関する基本的な事項 

１ 基本的な考え方 

事業者については、不当な差別的取扱いの禁止が法的義務と

される一方で、事業における障害者との関係が分野・業種・場

面・状況によって様々であり、求められる配慮の内容・程度も

多種多様であることから、合理的配慮の提供については、努力

義務とされている。このため、各主務大臣は、所掌する分野に

おける対応指針を作成し、事業者は、対応指針を参考として、

取組を主体的に進めることが期待される。主務大臣において

は、所掌する分野の特性を踏まえたきめ細かな対応を行うもの

とする。各事業者における取組については、障害者差別の禁止

に係る具体的取組はもとより、相談窓口の整備、事業者の研修・

啓発の機会の確保等も重要であり、対応指針の作成に当たって

は、この旨を明記するものとする。 

同種の事業が行政機関等と事業者の双方で行われる場合は、

事業の類似性を踏まえつつ、事業主体の違いも考慮した上での

対応に努めることが望ましい。また、公設民営の施設など、行

政機関等がその事務・事業の一環として設置・実施し、事業者

に運営を委託等している場合は、提供される合理的配慮の内容

に大きな差異が生ずることにより障害者が不利益を受けるこ

とのないよう、委託等の条件に、対応要領を踏まえた合理的配

慮の提供について盛り込むよう努めることが望ましい。 
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２ 対応指針 

（１）対応指針の位置付け及び作成・変更手続 

主務大臣は、個別の場面における事業者の適切な対応・判断

に資するための対応指針を作成・変更するものとされている。

作成等に当たっては、障害者や事業者等を構成員に含む会議の

開催、障害者団体や事業者団体等からのヒアリングなど、障害

者その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講

ずるとともに、作成等の後は、対応指針を公表しなければなら

ない。 

対応指針は、事業者の適切な判断に資するために作成される

ものであり、盛り込まれる合理的配慮の具体例は、事業者に強

制する性格のものではなく、また、それだけに限られるもので

はない。事業者においては、対応指針を踏まえ、具体的場面や

状況に応じて柔軟に対応することが期待される。 

また、対応指針は事業者に加え、障害者が相談を行う際や、

国や地方公共団体における相談機関等が相談対応を行う際等

にも、相談事案に係る所管省庁の確認のため参照され得るもの

であることから、対応指針においては、各主務大臣が所管する

事業分野及び当該分野に対応する相談窓口を分かりやすく示

すことが求められる。 

 

（２）対応指針の記載事項 

対応指針の記載事項としては、以下のものが考えられる。な

お、具体例を記載する際には、障害特性や年齢、性別、具体的

 

２ 対応指針 

（１）対応指針の位置付け及び作成手続 

主務大臣は、個別の場面における事業者の適切な対応・判断

に資するための対応指針を作成するものとされている。作成に

当たっては、障害者や事業者等を構成員に含む会議の開催、障

害者団体や事業者団体等からのヒアリングなど、障害者その他

の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるとと

もに、作成後は、対応指針を公表しなければならない。 

 

なお、対応指針は、事業者の適切な判断に資するために作成

されるものであり、盛り込まれる合理的配慮の具体例は、事業

者に強制する性格のものではなく、また、それだけに限られる

ものではない。事業者においては、対応指針を踏まえ、具体的

場面や状況に応じて柔軟に対応することが期待される。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（２）対応指針の記載事項 

対応指針の記載事項としては、以下のものが考えられる。 

○ 趣旨 
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な場面等を考慮したものとなるよう留意することとする。 

○ 趣旨 

○ 障害を理由とする不当な差別的取扱い及び合理的配慮の

基本的な考え方 

○ 障害を理由とする不当な差別的取扱い及び合理的配慮の

具体例 

○ 事業者における相談体制の整備 

○ 事業者における研修・啓発、障害者差別の解消の推進に資

する制度等の整備 

○ 国の行政機関（主務大臣）における所管する事業分野ごと

の相談窓口 

 

３ 主務大臣による行政措置 

事業者における障害者差別解消に向けた取組は、主務大臣の

定める対応指針を参考にして、各事業者により自主的に取組が

行われることが期待される。しかしながら、事業者による自主

的な取組のみによっては、その適切な履行が確保されず、例え

ば、事業者が法に反した取扱いを繰り返し、自主的な改善を期

待することが困難である場合などには、主務大臣は、法第 12 条

に基づき、特に必要があると認められるときは、事業者に対し、

報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告をすることができる

こととされている。また、障害を理由とする差別の解消の推進

に関する法律施行令（平成 28 年政令第 32 号。以下「施行令」

という。）第３条により、各事業法等における監督権限に属する

事務を地方公共団体の長等が行うこととされているときは、法

○ 障害を理由とする不当な差別的取扱い及び合理的配慮の

基本的な考え方 

○ 障害を理由とする不当な差別的取扱い及び合理的配慮の

具体例 

○ 事業者における相談体制の整備 

○ 事業者における研修・啓発 

○ 国の行政機関（主務大臣）における相談窓口 

 

 

 

 

 

３ 主務大臣による行政措置 

事業者における障害者差別解消に向けた取組は、主務大臣の

定める対応指針を参考にして、各事業者により自主的に取組が

行われることが期待される。しかしながら、事業者による自主

的な取組のみによっては、その適切な履行が確保されず、例え

ば、事業者が法に反した取扱いを繰り返し、自主的な改善を期

待することが困難である場合など、主務大臣は、特に必要があ

ると認められるときは、事業者に対し、報告を求め、又は助言、

指導若しくは勧告をすることができることとされている。 

（新設） 
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第 12 条に規定する主務大臣の権限に属する事務についても、

当該地方公共団体の長等が行うこととされている。この場合で

あっても、障害を理由とする差別の解消に対処するため特に必

要があると認めるときは、主務大臣が自らその事務を行うこと

は妨げられていない。 

こうした行政措置に至る事案を未然に防止するため、主務大

臣は、事業者に対して、対応指針に係る十分な情報提供を行う

とともに、事業者からの照会・相談に丁寧に対応するなどの取

組を積極的に行うものとする。特に、事業者による合理的配慮

の提供の義務化に伴い、事業者から様々な相談が寄せられるこ

とが見込まれることから、円滑な相談対応等が可能となるよ

う、各主務大臣は、相談事案に関係する他の主務大臣や地方公

共団体等の関係機関との連携を十分に図ることなどが求めら

れる。また、主務大臣による行政措置に当たっては、事業者に

おける自主的な取組を尊重する法の趣旨に沿って、まず、報告

徴収、助言、指導により改善を促すことを基本とする必要があ

る。主務大臣が事業者に対して行った助言、指導及び勧告につ

いては、取りまとめて、毎年国会に報告するものとする。 

 

第５ 国及び地方公共団体による障害を理由とする差別を解消す

るための支援措置の実施に関する基本的な事項 

（右記載は第２の「３合理的配慮」の（３）のアに移動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうした行政措置に至る事案を未然に防止するため、主務大

臣は、事業者に対して、対応指針に係る十分な情報提供を行う

とともに、事業者からの照会・相談に丁寧に対応するなどの取

組を積極的に行うものとする。 

（新設） 

 

 

 

また、主務大臣による行政措置に当たっては、事業者における

自主的な取組を尊重する法の趣旨に沿って、まず、報告徴収、

助言、指導により改善を促すことを基本とする必要がある。主

務大臣が事業者に対して行った助言、指導及び勧告について

は、取りまとめて、毎年国会に報告するものとする。 

 

第５ その他障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に

関する重要事項 

１ 環境の整備 

法は、不特定多数の障害者を主な対象として行われる事前的

改善措置（いわゆるバリアフリー法に基づく公共施設や交通機

関におけるバリアフリー化、意思表示やコミュニケーションを
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１ 相談及び紛争の防止等のための体制の整備 

（１）障害を理由とする差別に関する相談対応の基本的な考え方 

法第 14 条において、国及び地方公共団体は、障害者及びそ

の家族その他の関係者からの障害を理由とする差別に関する

相談に的確に応ずるとともに、障害を理由とする差別に関する

紛争の防止又は解決を図ることができるよう、人材の育成及び

確保のための措置その他の必要な体制の整備を図るものとさ

れている。 
障害者差別の解消を効果的に推進するには、公正・中立な相

談窓口等が、障害者や事業者等からの相談等に的確に応じるこ

支援するためのサービス・介助者等の人的支援、障害者による

円滑な情報の取得・利用・発信のための情報アクセシビリティ

の向上等）については、個別の場面において、個々の障害者に

対して行われる合理的配慮を的確に行うための環境の整備と

して実施に努めることとしている。新しい技術開発が環境の整

備に係る投資負担の軽減をもたらすこともあることから、技術

進歩の動向を踏まえた取組が期待される。また、環境の整備に

は、ハード面のみならず、職員に対する研修等のソフト面の対

応も含まれることが重要である。 

障害者差別の解消のための取組は、このような環境の整備を

行うための施策と連携しながら進められることが重要であり、

ハード面でのバリアフリー化施策、情報の取得・利用・発信に

おけるアクセシビリティ向上のための施策、職員に対する研修

等、環境の整備の施策を着実に進めることが必要である。 

 

２ 相談及び紛争の防止等のための体制の整備 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

障害者差別の解消を効果的に推進するには、障害者及びその

家族その他の関係者からの相談等に的確に応じることが必要
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とが必要である。 

 

国においては、主務大臣がそれぞれの所掌する事業分野ごと

に法第 12 条に基づく権限を有しており、各府省庁において所

掌に応じた相談対応を行っている。また、地方公共団体におい

ては、障害者差別の解消に関する相談につき分野を問わず一元

的に受け付ける窓口や相談員を配置して対応する例、各部署・

機関の窓口で対応する例などがある。 

相談対応の基本的なプロセスとしては、以下のような例が考

えられ、関係者から丁寧な事実確認を行い、建設的対話による

相互理解を通じて解決を図ることが望ましい。その際には、障

害者の性別、年齢、状態等に配慮することが重要である。その

上で、このような基本的な対応での解決が難しい場合は、次の

段階の取組として、国においては、法第 12 条に基づく主務大

臣による行政措置や、地方公共団体においては、前述の施行令

第３条に基づく措置のほか、一部の地方公共団体において条例

で定められている報告徴収、助言、指導、勧告、公表などの措

置や紛争解決のための措置による対応が考えられる。 

 （相談対応のプロセスの例） 

 〇 相談者からの情報収集（事実確認） 

 〇 関係者における情報共有、対応方針の検討 

 〇 相手方からの情報収集（事実確認） 

 〇 関係者における情報共有、事案の評価分析、対応方針の

検討 

 〇 相談者と相手方との調整、話合いの場の設定 

であり、相談等に対応する際には、障害者の性別、年齢、状態

等に配慮することが重要である。 

（新設） 
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なお、障害者差別に関する相談を担うこととされている窓口

のみならず、日常的に障害者や事業者と関わる部局等も相談の

一次的な受付窓口としての機能を担い得ることに留意する。 

 

（２）国及び地方公共団体の役割分担並びに連携・協力に向けた

取組 

国及び地方公共団体には、様々な障害者差別解消のための相

談窓口等が存在している。法は、新たな機関は設置せず、既存

の機関等の活用・充実を図ることとしているところ、差別相談

の特性上、個々の相談者のニーズに応じた相談窓口等の選択肢

が複数あることは望ましく、国及び地方公共団体においては、

適切な役割分担の下、相談窓口等の間の連携・協力により業務

を行うことで、障害者差別の解消に向けて、効率的かつ効果的

に対応を行うことが重要である。 

相談対応等に際しては、まず相談者にとって一番身近な市区

町村が基本的な窓口の役割を果たすことが想定される。都道府

県は、市区町村への助言や広域的・専門的な事案についての支

援・連携を行うとともに、必要に応じて一次的な相談窓口等の

役割を担うことが考えられる。また、国においては各府省庁が

所掌事務に応じて相談対応等を行うとともに、市区町村や都道

府県のみでは対応が困難な事案について、適切な支援等を行う

役割を担うことが考えられる。 

相談対応等においては、このような国・都道府県・市区町村

の役割分担を基本としつつ、どの相談窓口等に相談があろうと

も、適切な関係機関との間で必要な連携・協力がなされ、適切

 

 

 

 

（新設） 
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な対応が図られるような取組を進めることが重要である。この

ため、内閣府においては国と地方公共団体が円滑に連携・協力

できるよう、各府省庁における相談窓口の明確化や必要な助言

等を行う。また、（３）の各相談窓口等に従事する人材の確保・

育成の支援及び３の事例の収集・分析・共有を通じた相談窓口

等の対応力の強化等に取り組むこととする。 

 

（３）人材の確保・育成 

障害者差別に関する相談の解決を図るためには、障害者や事

業者等からの相談を適切に受け止め、対応する人材の確保・育

成が重要である。相談対応を行う人材は、公正中立な立場から

相談対応を行うとともに、法や解決事例に関する知識、当事者

間を調整する能力、連携・協力すべき関係機関に関する知識等

が備わっていることが望ましい。国及び地方公共団体において

は、必要な研修の実施等を通じて、相談対応を行う人材の専門

性向上、相談対応業務の質向上を図ることが求められる。人材

育成に係る取組に格差が生じることのないよう、内閣府におい

ては、相談対応を担う人材育成に係る研修の実施を支援するこ

と等を通じ、国及び地方公共団体における人材育成の取組を推

進することとする。 

 

２ 啓発活動 

障害者差別については、国民一人ひとりの障害に関する知

識・理解の不足、意識の偏りに起因する面が大きいと考えられ

ることから、内閣府を中心に、関係行政機関等と連携して、各

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 啓発活動 

障害者差別については、国民一人ひとりの障害に関する知

識・理解の不足、意識の偏りに起因する面が大きいと考えられ

ることから、内閣府を中心に、関係行政機関と連携して、各種
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種啓発活動に積極的に取り組み、国民各層の障害に関する理解

を促進するものとする。 

 

（１）行政機関等における職員に対する研修 

行政機関等においては、所属する職員一人ひとりが障害者に

対して適切に対応し、また、障害者や事業者等からの相談等に

的確に対応するため、法や基本方針、対応要領・対応指針の周

知徹底、障害者から話を聞く機会を設けるなどの各種研修等を

実施することにより、職員の障害に関する理解の促進を図るも

のとする。 

 

（２）事業者における研修 

事業者においては、障害者に対して適切に対応し、また、障

害者及びその家族その他の関係者からの相談等に的確に対応

するため、研修等を通じて、法や基本方針、対応指針の普及を

図るとともに、障害に関する理解の促進に努めるものとする。

内閣府においては、障害者の差別解消に向けた理解促進のため

のポータルサイトにおける事例の提供等を通じ、事業者を含め

社会全体における障害者差別解消に向けた理解や取組の進展

を図ることとする。 

 

（３）地域住民等に対する啓発活動 

ア（同右） 

 

 

啓発活動に積極的に取り組み、国民各層の障害に関する理解を

促進するものとする。 

 

（１）行政機関等における職員に対する研修 

行政機関等においては、所属する職員一人ひとりが障害者に

対して適切に対応し、また、障害者及びその家族その他の関係

者からの相談等に的確に対応するため、法の趣旨の周知徹底、

障害者から話を聞く機会を設けるなどの各種研修等を実施す

ることにより、職員の障害に関する理解の促進を図るものとす

る。 

 

（２）事業者における研修 

事業者においては、障害者に対して適切に対応し、また、障

害者及びその家族その他の関係者からの相談等に的確に対応

するため、研修等を通じて、法の趣旨の普及を図るとともに、

障害に関する理解の促進に努めるものとする。 

 

 

 

 

 

（３）地域住民等に対する啓発活動 

ア 障害者差別が、本人のみならず、その家族等にも深い影響

を及ぼすことを、国民一人ひとりが認識するとともに、法の

趣旨について理解を深めることが不可欠であり、また、障害
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イ（同右） 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ（同右） 

 

 

 

 

 

 

 

者からの働きかけによる建設的対話を通じた相互理解が促

進されるよう、障害者も含め、広く周知・啓発を行うことが

重要である。 

内閣府を中心に、関係省庁、地方公共団体、事業者、障害

者団体、マスメディア等の多様な主体との連携により、イン

ターネットを活用した情報提供、ポスターの掲示、パンフレ

ットの作成・配布、法の説明会やシンポジウム等の開催など、

多様な媒体を用いた周知・啓発活動に積極的に取り組む。 

イ 障害のある児童生徒が、その年齢及び能力に応じ、可能な

限り障害のない児童生徒と共に、その特性を踏まえた十分な

教育を受けることのできるインクルーシブ教育システムを

推進しつつ、家庭や学校を始めとする社会のあらゆる機会を

活用し、子供の頃から年齢を問わず障害に関する知識・理解

を深め、全ての障害者が、障害者でない者と等しく、基本的

人権を享有する個人であることを認識し、障害の有無にかか

わらず共に助け合い・学び合う精神を涵養する。障害のない

児童生徒の保護者に対する働きかけも重要である。 

ウ 国は、グループホーム等を含む、障害者関連施設の認可等

に際して、周辺住民の同意を求める必要がないことを十分に

周知するとともに、地方公共団体においては、当該認可等に

際して、周辺住民の同意を求める必要がないことに留意しつ

つ、住民の理解を得るために積極的な啓発活動を行うことが

望ましい。 
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３ 情報の収集、整理及び提供 

障害者差別の解消を推進するためには、事例の共有等を通じ

て障害を理由とする不当な差別的取扱いや合理的配慮の考え

方等に係る共通認識の形成を図ることも重要である。内閣府で

は、引き続き各省庁や地方公共団体と連携・協力して事例を収

集するとともに、参考となる事案の概要等を分かりやすく整理

してデータベース化し、ホームページ等を通じて公表・提供す

ることとする。 

事例の収集・整理に当たっては、個人情報の保護に配慮しつ

つ、特に障害のある女性や子供等に対し実態を踏まえた適切な

措置の実施が可能となるよう、性別や年齢別の情報が収集でき

るように努めることとする。あわせて、海外の法制度や差別解

消のための取組に係る調査研究等を通じ、権利条約に基づき設

置された、障害者の権利に関する委員会を始めとする国際的な

動向や情報の集積を図るものとする。 

 

４ 障害者差別解消支援地域協議会 

（１）趣旨 

障害者差別の解消を効果的に推進するには、障害者にとって

身近な地域において、主体的な取組がなされることが重要であ

る。地域において日常生活、社会生活を営む障害者の活動は広

範多岐にわたり、相談等を行うに当たっては、どの機関がどの

ような権限を有しているかは必ずしも明らかではない場合が

あり、また、相談等を受ける機関においても、相談内容によっ

ては当該機関だけでは対応できない場合がある。このため、国

（参考）第５ その他障害を理由とする差別の解消の推進に関する

施策に関する重要事項 

５ 差別の解消に係る施策の推進に関する重要事項 

（１）情報の収集、整理及び提供 

本法を効果的に運用していくため、内閣府においては、行政

機関等による協力や協議会との連携などにより、個人情報の保

護等に配慮しつつ、国内における具体例や裁判例等を収集・整

理するものとする。あわせて、海外の法制度や差別解消のため

の取組に係る調査研究等を通じ、権利条約に基づき設置され

た、障害者の権利に関する委員会を始めとする国際的な動向や

情報の集積を図るものとする。これらの成果については、障害

者白書や内閣府ホームページ等を通じて、広く国民に提供する

ものとする。 

 

 

 

４ 障害者差別解消支援地域協議会 

（１）趣旨 

障害者差別の解消を効果的に推進するには、障害者にとって

身近な地域において、主体的な取組がなされることが重要であ

る。地域において日常生活、社会生活を営む障害者の活動は広

範多岐にわたり、相談等を行うに当たっては、どの機関がどの

ような権限を有しているかは必ずしも明らかではない場合が

あり、また、相談等を受ける機関においても、相談内容によっ

ては当該機関だけでは対応できない場合がある。このため、地
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の地方支部分局を含め、地域における様々な関係機関が、相談

事例等に係る情報の共有・協議を通じて、各自の役割に応じた

事案解決のための取組や類似事案の発生防止の取組など、地域

における障害者差別の解消の機運醸成を図り、それぞれの実情

に応じた差別の解消のための取組を主体的に行うネットワー

クとして、障害者差別解消支援地域協議会（以下「協議会」と

いう。）を組織することができることとされている。協議会につ

いては、障害者及びその家族の参画について配慮するととも

に、性別・年齢、障害種別を考慮して組織することが望ましい。

また、情報やノウハウを共有し、関係者が一体となって事案に

取り組むという観点から、地域の事業者や事業者団体について

も協議会に参画することが有効である。内閣府においては、協

議会の設置状況等について公表するものとする。 

 

（２）期待される役割 

協議会に期待される役割としては、関係機関から提供された

相談事例等について、適切な相談窓口を有する機関の紹介、具

体的事案の対応例の共有・協議、協議会の構成機関等における

調停、斡旋等の様々な取組による紛争解決、複数の機関で紛争

解決等に対応することへの後押し等が考えられる。 

(右記載は後述の｢（３）設置促進等に向けた取組｣に移動） 

 

 

このほか、関係機関において紛争解決に至った事例や合理的配

慮の具体例、相談事案から合理的配慮に係る環境の整備を行う

域における様々な関係機関が、相談事例等に係る情報の共有・

協議を通じて、各自の役割に応じた事案解決のための取組や類

似事案の発生防止の取組など、地域の実情に応じた差別の解消

のための取組を主体的に行うネットワークとして、障害者差別

解消支援地域協議会（以下「協議会」という。）を組織すること

ができることとされている。協議会については、障害者及びそ

の家族の参画について配慮するとともに、性別・年齢、障害種

別を考慮して組織することが望ましい。 

 

（新設） 

 

内閣府においては、法施行後における協議会の設置状況等につ

いて公表するものとする。 

 

（２）期待される役割 

協議会に期待される役割としては、関係機関から提供された

相談事例等について、適切な相談窓口を有する機関の紹介、具

体的事案の対応例の共有・協議、協議会の構成機関等における

調停、斡旋等の様々な取組による紛争解決、複数の機関で紛争

解決等に対応することへの後押し等が考えられる。 

なお、都道府県において組織される協議会においては、紛争

解決等に向けた取組について、市町村において組織される協議

会を補完・支援する役割が期待される。 

また、関係機関において紛争解決に至った事例、合理的配慮の

具体例、相談事案から合理的配慮に係る環境の整備を行うに至
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に至った事例などの共有・分析を通じて、構成機関等における

業務改善、事案の発生防止のための取組、周知・啓発活動に係

る協議等を行うことも期待される。 

 
（３）設置促進等に向けた取組 

各地方公共団体における協議会の設置促進のためには、協議

会の単独設置が困難な場合等に、必要に応じて圏域単位など複

数の市町村による協議会の共同設置・運営を検討することや、

必要な構成員は確保しつつ、他の協議会等と一体的に運営する

など開催形式を柔軟に検討することが効果的と考えられる。 

また、市町村における協議会の設置等の促進に当たっては都

道府県の役割が重要であり、都道府県においては、管内市区町

村における協議会の設置・実施状況の把握や好事例の展開等を

通じて、市区町村における取組のバックアップを積極的に行う

ことが望ましい。加えて、都道府県において組織される協議会

においても、紛争解決等に向けた取組について、市町村におい

て組織される協議会を補完・支援する役割が期待される。内閣

府においても、地方公共団体の担当者向けの研修の実施を通

じ、地域における好事例が他の地域において共有されるための

支援を行うなど、体制整備を促進する。 

 
（右記載は前述の「３ 情報の収集、整理及び提供」に移動） 

 
 
 

った事例などの共有・分析を通じて、構成機関等における業務

改善、事案の発生防止のための取組、周知・啓発活動に係る協

議等を行うことが期待される。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 差別の解消に係る施策の推進に関する重要事項 

（１）情報の収集、整理及び提供 

本法を効果的に運用していくため、内閣府においては、行政

機関等による協力や協議会との連携などにより、個人情報の保
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第６ その他障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に

関する重要事項 

（同右） 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 
基本方針の見直しに当たっては、あらかじめ、障害者その他の

関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるととも

に、障害者政策委員会の意見を聴かなければならない。対応要

領、対応指針の見直しに当たっても、障害者その他の関係者の

護等に配慮しつつ、国内における具体例や裁判例等を収集・整

理するものとする。あわせて、海外の法制度や差別解消のため

の取組に係る調査研究等を通じ、権利条約に基づき設置され

た、障害者の権利に関する委員会を始めとする国際的な動向や

情報の集積を図るものとする。これらの成果については、障害

者白書や内閣府ホームページ等を通じて、広く国民に提供する

ものとする。 

 

（２）基本方針、対応要領、対応指針の見直し等 

 

技術の進展、社会情勢の変化等は、特に、合理的配慮につい

て、その内容、程度等に大きな進展をもたらし、また、実施に

伴う負担を軽減し得るものであり、法の施行後においては、こ

うした動向や、不当な差別的取扱い及び合理的配慮の具体例の

集積等を踏まえるとともに、国際的な動向も勘案しつつ、必要

に応じて、基本方針、対応要領及び対応指針を見直し、適時、

充実を図るものとする。 

法の施行後３年を経過した時点における法の施行状況に係

る検討の際には、障害者政策委員会における障害者差別の解消

も含めた障害者基本計画の実施状況に係る監視の結果も踏ま

えて、基本方針についても併せて所要の検討を行うものとす

る。基本方針の見直しに当たっては、あらかじめ、障害者その

他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずると

ともに、障害者政策委員会の意見を聴かなければならない。対

応要領、対応指針の見直しに当たっても、障害者その他の関係
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意見を反映させるために必要な措置を講じなければならない。 

 

（同右） 

者の意見を反映させるために必要な措置を講じなければなら

ない。 

なお、各種の国家資格の取得等において障害者に不利が生じ

ないよう、いわゆる欠格条項について、各制度の趣旨や、技術

の進展、社会情勢の変化等を踏まえ、適宜、必要な見直しを検

討するものとする。 

 


